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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】床に伝搬する振動による固体伝搬音の発生を効
果的に抑制することができる床構造を提供する。
【解決手段】床構造部材２の放射面に小型の平板からな
る遮音板５を配列し、各遮音板５と床構造部材２との間
に弾性体３Ｎを介在させて、その弾性体３Ｎにより振動
を低減し、かつその遮音板５の裏面に動吸振器ＡＡを取
付けて、反共振状態により振動を低減するとともに、さ
らに加えて、床構造部材２と各遮音板５との間に振動制
御システムを取付けて構成した。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　振動発生源からの振動が建物や移動体などの構造物を伝搬して床から室内に放射する固
体伝搬音の低減を図った床構造において、前記構造物に支持されている床構造部材の表面
に小型の平板からなる遮音板を配列するとともに、前記床構造部材と各遮音板との間に弾
性体を介在させたことを特徴とする床構造。
【請求項２】
　振動発生源からの振動が建物や移動体などの構造物を伝搬して床から室内に放射する固
体伝搬音の低減を図った床構造において、前記構造物に支持されている床構造部材の表面
に小型の平板からなる遮音板を配列するとともに、その遮音板の裏面に動吸振器を取付け
て、反共振状態により振動を低減することを特徴とする床構造。
【請求項３】
　振動発生源からの振動が建物や移動体などの構造物を伝搬して床から室内に放射する固
体伝搬音の低減を図った床構造において、前記構造物に支持されている床構造部材の表面
に小型の平板からなる遮音板を配列するとともに、前記床構造部材と各遮音板との間に弾
性体を介在させて、その弾性体により振動を低減し、かつ、前記遮音板の裏面に動吸振器
を取付けて、反共振状態により振動を低減することを特徴とする床構造。
【請求項４】
　振動発生源からの振動が建物や移動体などの構造物を伝搬して床から室内に放射する固
体伝搬音の低減を図った床構造において、前記構造物に支持されている床構造部材の表面
に小型の平板からなる遮音板を配列するとともに、前記床構造部材と各遮音板との間に振
動制御システムを取付けたことを特徴とする床構造。
【請求項５】
　振動制御システムのアクチュエータとして、圧電材料又は圧電性を有する弾性体を用い
ることを特徴とする請求項４に記載の床構造。
【請求項６】
　配列された遮音板が全体として床板をも兼ねることを特徴とする請求項１～５のいずれ
か１項に記載の床構造。
　
　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、建物や鉄道車両等の移動体の床構造であって、振動発生源からの振動が建物
や移動体の構造物（躯体）を伝搬して床から室内に放射する音、すなわち、固体伝搬音の
低減を図ったものに関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般的に、壁面放射音の低減には、いくつかの方法が提案されている。例えば、（ａ）
騒音源を低減する方法、(ｂ)制御用スピーカを用いて、放射音等と逆位相の騒音を発生さ
せ、打消しあう方法、（ｃ）対象壁面にアクチュエータや圧電材料を取付け、対象壁面の
振動を低減する方法、（ｄ）対象壁面の入射音側に騒音低減システムを取り付ける方法な
どである。
【０００３】
　そのうち、対象壁面の固体伝搬音に対しては、上記（ａ） (ｂ) （ｃ）しか適用できな
い。（ａ）は、騒音低減対策としては最も基本的でかつ有効な方法であるが、既に対策が
尽くされている場合も多く、更なる向上は望めない。
【０００４】
　(ｂ)は、アクティブ・ノイズ・コントロール・システムといわれる制御方法であり、ダ
クト騒音など、比較的簡単な系でかつ制御系が小さく、変化が少ないものに適用可能であ
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る。しかし、制御スピーカ、制御装置、センサー等システム全体としては、比較的大きく
なる傾向があり、さらに、制御システムが複雑となる問題を有している。特に、複数のシ
ステムを適用した場合、制御系の相互連成の問題が発生し、多入力多出力制御となる場合
がある。
【０００５】
　（ｃ）は、対象壁面の振動状態の同定を行い、振動の腹にアクチュエータや圧電材料を
取付け、制御力を付加することにより振動を低減する方法である。低次振動状態でかつ、
振動エネルギーが小さい場合は適用可能であるが、振動を低減しても放射音等は低下しな
い場合も多い。また、低次振動状態では、一般に振動エネルギーが大きくなるため、アク
チュエータも大出力のものを必要とすることとなる。高次振動状態では、振動の腹の位置
が多数できるため、アクチュエータもその数だけ必要であり、かつ、相互連成の問題にも
対処しなければならない。
【０００６】
　（ｄ）の騒音低減システムは、入射音を何らかの方法で低減することを前提としている
ため、対象壁面の入射面に取付けることとなる。よって、構造物から対象壁面に直接振動
が印加する固体伝搬音は低減することはできない。
【０００７】
　一般に、床構造は、支持部材である構造物に直接結合されているため、構造物から床板
に振動が伝搬すると、床板への加振力による振動(剛体振動)と合わせ、床板が弾性振動し
て、放射音(固体伝搬音)を発生する。
【０００８】
　この床板に振動が伝搬して発生する固体伝搬音に対する対策としては、構造物に支持さ
れた剛性を有するパネル等の床構造部材と、その床構造部材の上面に載置される床板との
間に弾性体を介在させる振動絶縁法（浮床）が実用化されている（第１の先行技術）(例
えば、特許文献１,２)。図４に例示するように、構造物1で支持された床板(パネル)２の
上面の全面にゴム、フェルト、コルクなどの面状弾性体３を接合し、その面状弾性体３の
上面にプラスチックシートやプラスチックタイルなどの床仕上げ材４を固着して、床構造
Ｆが構成される例もある（(例えば、特許文献３）。
　別の対策として、床板に制御力を印加し、床板の振動をアクチュエータや圧電材料など
で抑制するアクティブ制御方法が提案されている(第２の先行技術) (例えば、特許文献２
)。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開平０８－１９２７４１号公報
【特許文献２】特開２００５－２９１２２０号公報
【特許文献３】特開２００８－２１３６５２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、上記第１の先行技術では、対象となる床面が大きい場合や床板が重い場
合は、振動絶縁対策の施工が困難になる。また、面積が大きい場合や複雑な形状の場合は
、床板内に弾性振動が発生するため、振動状態が複雑になり、さらに振動低減が困難にな
る。
【００１１】
　また、上記第２の先行技術では、制御力を印加することにより、新たな振動が発生した
り、床板の振動が低減しても放射音は低減しない場合があるため、実用化に至っていない
。
【００１２】
　本発明は、上記の事情に鑑みてなされたものであり、構造物から床板に伝搬する振動に
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よる固体伝搬音の発生を効果的に抑制することができる床構造を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記目的を達成するため、本発明は、振動発生源からの振動が建物や移動体などの構造
物を伝搬して床から室内に放射する固体伝搬音の低減を図った床構造において、前記構造
物に支持されている床構造部材の表面に小型の平板からなる遮音板を配列するとともに、
前記床構造部材と各遮音板との間に弾性体を介在させたことを特徴としている（請求項１
）。
　「小型の平板」とは、その平板自体の弾性振動が騒音発生の原因として無視できる程度
の大きさの平板をいう。
【００１４】
　また、本発明は、振動発生源からの振動が建物や移動体などの構造物を伝搬して床から
室内に放射する固体伝搬音の低減を図った床構造において、前記構造物に支持されている
床構造部材の表面に小型の平板からなる遮音板を配列するとともに、その遮音板の裏面に
動吸振器を取付けて、反共振状態により振動を低減することを特徴としている（請求項２
）。
【００１５】
　さらに、本発明は、振動発生源からの振動が建物や移動体などの構造物を伝搬して床か
ら室内に放射する固体伝搬音の低減を図った床構造において、前記構造物に支持されてい
る床構造部材の表面に小型の平板からなる遮音板を配列するとともに、前記床構造部材と
各遮音板との間に弾性体を介在させて、その弾性体により振動を低減し、かつ、前記遮音
板の裏面に動吸振器を取付けて、反共振状態により振動を低減することを特徴としている
（請求項３）。
【００１６】
　加えて、本発明は、振動発生源からの振動が建物や移動体などの構造物を伝搬して床か
ら室内に放射する固体伝搬音の低減を図った床構造において、前記構造物に支持されてい
る床構造部材の表面に小型の平板からなる遮音板を配列するとともに、前記床構造部材と
各遮音板との間に振動制御システムを取付けたことを特徴としている（請求項４）。
【００１７】
　本発明の他の特徴は、前記振動制御システムのアクチュエータとして、圧電材料又は圧
電性を有する弾性体を用いることである（請求項５）。
【００１８】
　本発明のさらに他の特徴は、配列された遮音板が全体として床板をも兼ねることである
（請求項６）。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明によれば、構造物から床板に伝搬する振動による固体伝搬音の発生を効果的に抑
制する床構造を提供することができる。
　請求項1の発明によれば、構造物に支持されている床構造部材の表面に小型の平板から
なる遮音板を配列してあるため、振動又は放射音が単純状態となるので、振動制御又は騒
音制御が適用しやすい。従って、構造物から床から固体伝搬音を効果的に抑制することが
できる。
　請求項２の発明によれば、遮音板の振動が床構造部材に対し、反共振状態であるので、
床板の振動が低減され、特定の周波数の振動による放射音の抑制効果が得られる。
　請求項３の発明によれば、弾性体による振動低減と動吸振器による反共振状態による振
動低減の効果を重畳的に発揮することができる。
　請求項４の発明によれば、小型の遮音板からなる床構造において、弾性体の代わりに振
動制御システムを用いて、同様の騒音低減効果が得られる。
　請求項５の発明によれば、板厚を大きくせずに低減効果が得られる。
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　請求項６の発明によれば、床構造全体の厚みの増大を避けることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本発明に係る床構造の一実施の形態の縦断面図である。
【図２】本発明に係る床構造の他の実施の形態の縦断面図である。
【図３】本発明に係る床構造のさらに他の実施の形態の縦断面図である。
【図４】従来の床構造の一例の縦断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　続いて、本発明の実施の形態について図面を参照しながら説明する。
　図１に示すように、本発明による床構造Ｐは、建物や移動体などの構造物１により支持
された剛性を有する床構造部材２の放射音側に、小型の平板からなる遮音板５を配列し、
その各遮音板５と床構造部材２との間に、ゴム、フェルトなどの弾性体３Nを介在させて
構成されている。
【００２２】
　床構造部材２は、必要な強度を有していれば良いため、必ずしも平板である必要はなく
、波状やキーストーンプレートや型枠でも良い。建物の場合は大引及び根太あるいはスラ
ブなどであり、移動体の場合は床構体などである。
【００２３】
　遮音板５の材質は、特に制限されず、所要の剛性を有する金属、木材、樹脂のいずれで
も良い。遮音板５を、それ自体の弾性振動が無視できる程度の大きさとすると、弾性体３
Nと単純なバネマス系を構成することができる。バネ要素である弾性体の弾性係数は自由
に設定できるため、構造物１からの加振入力に対し、遮音板５の振動を抑制する条件を設
定することが可能である。
【００２４】
　遮音板５の上面には、通常の床材を敷いて、その上に、すなわち、床構造Ｐの最上面に
、プラスチックシート、プラスチックタイルその他の床仕上げ材４を敷いても良いが、遮
音板５は剛性を有するので、図１に示すように、遮音板５で床材を兼ねさせて、遮音板５
の上面に直接、床仕上げ材４を敷いても良い。
【００２５】
　遮音板５の面積について考察する。
　床構造部材２の放射音側に配列する遮音板５は、その遮音板自体の弾性振動が無視でき
る大きさであることが望ましい。よって、遮音板である平板の（１,１）振動モード以下
の振動数帯域を考える。遮音板５が周辺単純支持の正方形の場合、（１,１）固有振動数
ω1は次のとおりである。
【数１】

　　ここで、Eは縦弾性係数、ρは密度、vはポアソン比、hは板厚、αは辺長である。
　辺長αは次の通り求められる。
【数２】

　一般的な床材の特性を例に、縦弾性係数を８７０ｋｇ／ｍｍ2、密度を７７６ｋｇ／ｍ3

、ポアソン比を０．２、板圧を１５ｍｍ、周波数を２００Ｈｚとし、辺長αを計算する。
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【数３】

　よって、市販されている５００ｍｍ四方の床パネルと同寸法とすることができる。
【００２６】
　次に、遮音板５の振動低減条件について考察する。
　遮音板５がバネ上に設置されている場合、構造物１の振動に対し遮音板の振動が低減す
る条件は次のとおりである。
【数４】

　　ここで、mは遮音板質量、kはバネ係数である。
【００２７】
　このような構造により、各遮音板単位で独立して振動が吸収又は抑圧され、床材又は遮
音板５の振動を低減することができる。従って、構造物１から伝搬する振動による床から
の固体伝搬音の発生が効果的に抑制される。
【００２８】
　本発明を床に適用する場合は、遮音板５は床構造部材２の上面に取付けなければならな
い。そこで、人や荷物などの質量（以下、追加質量という。）が加わった状態を考える。
この場合、遮音板５と追加質量が弾性体３Nに加わるため、弾性体は潰れた状態となり、
振動絶縁効果は低減する。ただし、遮音板と追加質量が弾性体にかかるため、遮音板５の
振動は構造物１の振動より抑制された状態とすることができる。すなわち、追加質量によ
り、遮音板からの放射音が抑制されることが期待できる。
【００２９】
　続いて、本発明の他の実施の形態として、動吸振器の取り付けによる遮音板の振動低減
を説明する。特定の周波数の振動を抑制対象とする場合は、動吸振器を用いて遮音板５の
振動が極小となる反共振状態に設定することもできる。前述の単純な１自由度のバネマス
系では反共振現象は発生しないため、遮音板毎に動吸振器を設けることで、遮音板の反共
振現象を発現させる。
【００３０】
　すなわち、図２に示すように、各遮音板５と床構造部材２との間に弾性体３Nを介在さ
せるとともに、各遮音板５の裏面、好ましくはその裏面中央に、弾性体ｅと質量比が一例
として０．２程度の質点ｍとからなる動吸振器ＡＡを備える。
【００３１】
　このような構成により、遮音板５は、動吸振器ＡＡの次式の固有振動数において反共振
現象が発生し、振動が低減する。
【数５】

　ここで、ω’、 m’は動吸振器の質量、k’はバネ係数である。
　なお、動吸振器の質量m’は遮音板の質量mより大きいほど、遮音板の振動低減効果が大
きくなる。
【００３２】
　本発明は、さらに他の実施の形態として、図３に示すように、図１の弾性体３Nの代り
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に、振動伝搬を抑制する振動低減システム３Ｓを用いることができる。振動低減システム
３Ｓの床構造部材２と遮音板５との間に圧縮・引張力を作用させて遮音板５の振動をアク
ティブに制御するアクチュエータとしては、電動アクチュエータや油圧アクチュエータ等
、一般製品のほか、圧電材料あるいは圧電特性を有するゴムなどの弾性体を用い、制御回
路で振動絶縁することが可能である。
【００３３】
　上記床構造Ｐは、静粛性が求められる空間の床構造に広く適用可能である。適用例の一
つとして、鉄道車両、自動車、航空機等の移動体が考えられる。特に、鉄道車両では、床
からの固体伝搬音の対策が必要であることは明らかになっていたものの、これまで有効な
方法は考案されていなかった。本発明に係る床構造を鉄道車両に採用することにより、床
からの放射音の発生を抑制して、快適な車内環境を提供することができる。
【００３４】
　以上では、本発明を床に適用した場合の実施の形態に限って説明したが、本発明は建物
や移動体の床のみならず、室内空間を構成する壁、天井に適用した場合にも、同一の効果
が得られる。従って、特許請求の範囲及び明細書中の「床構造」の用語には、壁構造及び
天井構造のいずれも包含され、また、「床構造部材」の用語には、壁構造部材及び天井構
造部材のいずれも包含され、さらに、「床板」の用語には、壁板及び天井板のいずれも包
含される。
【産業上の利用可能性】
【００３５】
　本発明は、静粛性が求められる空間の壁面や騒音発生源が筐体で囲まれている装置、例
えば、鉄道車両、航空機、自動車、建物、騒音源装置などに取付けることで、広く適用可
能である。特に、鉄道車両のように、乗客の乗り降りが頻繁で、かつ、安定した騒音低減
効果が求められる場合、人や物の荷重の影響を受けることなく、床からの固体伝搬音の低
減効果が期待できる。
【符号の説明】
【００３６】
　Ｐ　　　床構造
　１　　　構造物
　２　　　床構造部材
　３Ｎ　　弾性体
　４　　　床仕上げ材
　５　　　小型の遮音板
　ＡＡ　　動吸振器
　ｅ　　　弾性体
　ｍ　　　質点
　３Ｓ　　振動低減システム　
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